
瀬戸市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う関係規則の整理に関す

る規則をここに公布する。 

令和５年７月４日 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市規則第１４号 

瀬戸市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う関係規則の整理に

関する規則 

（瀬戸市給与条例附則第２１項の規定による給料月額に関する規則の一

部改正） 

第１条 瀬戸市給与条例附則第２１項の規定による給料月額に関する規則

（令和４年瀬戸市規則第４４号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

瀬戸市給与条例附則第１９項の規定による 

給料月額に関する規則 

瀬戸市給与条例附則第２１項の規定による 

給料月額に関する規則 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、瀬戸市職員の給与に関する

条例（昭和３６年瀬戸市条例第４号。以下「給

与条例」という。）附則第１９項の規定による

給料月額に関し必要な事項を定めるものとする

。 

第１条 この規則は、瀬戸市職員の給与に関する

条例（昭和３６年瀬戸市条例第４号。以下「給

与条例」という。）附則第２１項の規定による

給料月額に関し必要な事項を定めるものとする

。 

（職員に対する通知） （職員に対する通知） 

第２条 任命権者は、給与条例附則第１９項又は

第２０項の規定の適用により職員の給料月額が

異動することとなった場合には、市長が定める

ところにより、当該職員にその旨を通知するも

のとする。 

第２条 任命権者は、給与条例附則第２１項又は

第２２項の規定の適用により職員の給料月額が

異動することとなった場合には、市長が定める

ところにより、当該職員にその旨を通知するも

のとする。 

（雑則） （雑則） 



第３条 この規則に定めるもののほか、給与条例

附則第１９項の規定による給料月額その他同項

及び給与条例附則第２０項の施行に関し必要な

事項は、市長が定める。 

第３条 この規則に定めるもののほか、給与条例

附則第２１項の規定による給料月額その他同項

及び給与条例附則第２２項の施行に関し必要な

事項は、市長が定める。 
  

（瀬戸市定年の引上げに伴う給与の特例措置に関する規則の一部改正） 

第２条 瀬戸市定年の引上げに伴う給与の特例措置に関する規則（令和４

年瀬戸市規則第４５号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（趣旨）  （趣旨） 

第１条 この規則は、瀬戸市職員の給与に関する

条例（昭和３６年瀬戸市条例第４号。以下「給

与条例」という。）附則第２１項、第２３項又

は第２４項の規定による給料に関し必要な事項

を定めるものとする。 

第１条 この規則は、瀬戸市職員の給与に関する

条例（昭和３６年瀬戸市条例第４号。以下「給

与条例」という。）附則第２３項、第２５項又

は第２６項の規定による給料に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（定義）  （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 特例任用後降任等職員 地方公務員法（昭 

和２５年法律第２６１号。以下「法」という 

。）第２８条の２第４項に規定する他の職へ 

の降任等をされた職員であって、給与条例附 

則第２１項に規定する異動日（以下「異動日 

」という。）の前日において第１項特例任用 

職員（定年条例第９条第１項又は第２項の規 

定により異動期間（同条第１項に規定する異 

動期間（同条の規定により延長された期間を 

含む。）をいう。以下同じ。）を延長された 

管理監督職を占める職員をいう。）又は第３ 

項特例任用職員（定年条例第９条第３項又は 

第４項の規定により異動期間を延長された管 

⑵ 特例任用後降任等職員 地方公務員法（昭 

和２５年法律第２６１号。以下「法」という 

。）第２８条の２第４項に規定する他の職へ 

の降任等をされた職員であって、給与条例附 

則第２３項に規定する異動日（以下「異動日 

」という。）の前日において第１項特例任用 

職員（定年条例第９条第１項又は第２項の規 

定により異動期間（同条第１項に規定する異 

動期間（同条の規定により延長された期間を 

含む。）をいう。以下同じ。）を延長された 

管理監督職を占める職員をいう。）又は第３ 

項特例任用職員（定年条例第９条第３項又は 

第４項の規定により異動期間を延長された管 



理監督職を占める職員をいう。）であったも 

のをいう。 

理監督職を占める職員をいう。）であったも 

のをいう。 

⑶ 特定日 給与条例附則第１９項に規定する

特定日をいう。 

⑶ 特定日 給与条例附則第２１項に規定する

特定日をいう。 

⑷から⑼まで ＜省略＞ ⑷から⑼まで ＜省略＞ 

（給与条例附則第２１項の規則で定める職員） （給与条例附則第２３項の規則で定める職員） 

第３条 給与条例附則第２１項の規則で定める職 

員は、次に掲げる職員とする。 

第３条 給与条例附則第２３項の規則で定める職 

員は、次に掲げる職員とする。 

 ⑴及び⑵ ＜省略＞  ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

（他の職への降任等をされた職員に対する給与

条例附則第２３項の規定による給料の支給） 

（他の職への降任等をされた職員に対する給与

条例附則第２５項の規定による給料の支給） 

第４条 法第２８条の２第４項に規定する他の職

への降任等をされた職員（特例任用後降任等職

員を除く。）であって、異動日の前日から引き

続き給料表の適用を受ける職員のうち、次の各

号に掲げる職員となり、特定日に給与条例附則

第１９項の規定により当該職員が受ける給料月

額（特定日後に第１号又は第３号に掲げる職員

となったものにあっては、特定日に当該各号に

掲げる職員になったものとした場合に特定日に

同項の規定により当該職員が受けることとなる

給料月額に相当する額。以下この項において「

特定日給料月額」という。）が当該各号の区分

に応じ当該各号に定める額（第３号アに掲げる

職員以外の職員にあっては、当該額に、５０円

未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５

０円以上１００円未満の端数を生じたときはこ

れを１００円に切り上げた額。以下この条にお

いて「第４条基礎給料月額」という。）に達し

ないこととなる職員（次の各号のうち２以上の

号に掲げる職員に該当する職員（第３項の規定

の適用を受ける職員を除く。）を除く。）には

、特定日以後の当該各号に掲げる職員となった

日以後、第４条基礎給料月額と特定日給料月額

との差額に相当する額を、給与条例附則第２３

項の規定による給料として支給する。 

第４条 法第２８条の２第４項に規定する他の職

への降任等をされた職員（特例任用後降任等職

員を除く。）であって、異動日の前日から引き

続き給料表の適用を受ける職員のうち、次の各

号に掲げる職員となり、特定日に給与条例附則

第２１項の規定により当該職員が受ける給料月

額（特定日後に第１号又は第３号に掲げる職員

となったものにあっては、特定日に当該各号に

掲げる職員になったものとした場合に特定日に

同項の規定により当該職員が受けることとなる

給料月額に相当する額。以下この項において「

特定日給料月額」という。）が当該各号の区分

に応じ当該各号に定める額（第３号アに掲げる

職員以外の職員にあっては、当該額に、５０円

未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５

０円以上１００円未満の端数を生じたときはこ

れを１００円に切り上げた額。以下この条にお

いて「第４条基礎給料月額」という。）に達し

ないこととなる職員（次の各号のうち２以上の

号に掲げる職員に該当する職員（第３項の規定

の適用を受ける職員を除く。）を除く。）には

、特定日以後の当該各号に掲げる職員となった

日以後、第４条基礎給料月額と特定日給料月額

との差額に相当する額を、給与条例附則第２５

項の規定による給料として支給する。 



⑴から⑷まで ＜省略＞ ⑴から⑷まで ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

（人事交流等職員に対する給与条例附則第２４

項の規定による給料の支給） 

（人事交流等職員に対する給与条例附則第２６

項の規定による給料の支給） 

第５条 初任給規則第６条第６項各号に掲げる者

から人事交流等により引き続いて管理監督職以

外の職に採用された職員（以下この条において

「人事交流等職員」という。）のうち人事交流

等職員となった日（当該日が２以上あるときは

、当該日のうち最も遅い日。以下この条におい

て同じ。）前に職員であったものとした場合に

異動日とみなされる日（以下この条において「

みなし異動日」という。）がある者であって、

人事交流等職員となった日から引き続き給料表

の適用を受ける職員のうち、特定日に給与条例

附則第１９項の規定により当該職員が受ける給

料月額（人事交流等職員となった日が６０歳に

達した日後における最初の４月１日（以下この

条において「仮定特定日」という。）後である

ときは、仮定特定日に職員であったものとして

給与条例附則第１９項の規定が適用された場合

に仮定特定日に当該職員が受けることとなる給

料月額に相当する額。以下この項において「特

定日給料月額」という。）がみなし異動日の前

日に職員となったものとした場合に当該職員が

受けることとなる給料月額に相当する額に１０

０分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円

未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５

０円以上１００円未満の端数を生じたときはこ

れを１００円に切り上げた額。以下この条にお

いて「第５条基礎給料月額」という。）に達し

ないこととなる職員には、人事交流等職員とな

った日（特定日前に人事交流等職員となった場

合にあっては特定日）以後、第５条基礎給料月

額と特定日給料月額との差額に相当する額を、

給与条例附則第２４項の規定による給料として

第５条 初任給規則第６条第６項各号に掲げる者

から人事交流等により引き続いて管理監督職以

外の職に採用された職員（以下この条において

「人事交流等職員」という。）のうち人事交流

等職員となった日（当該日が２以上あるときは

、当該日のうち最も遅い日。以下この条におい

て同じ。）前に職員であったものとした場合に

異動日とみなされる日（以下この条において「

みなし異動日」という。）がある者であって、

人事交流等職員となった日から引き続き給料表

の適用を受ける職員のうち、特定日に給与条例

附則第２１項の規定により当該職員が受ける給

料月額（人事交流等職員となった日が６０歳に

達した日後における最初の４月１日（以下この

条において「仮定特定日」という。）後である

ときは、仮定特定日に職員であったものとして

給与条例附則第２１項の規定が適用された場合

に仮定特定日に当該職員が受けることとなる給

料月額に相当する額。以下この項において「特

定日給料月額」という。）がみなし異動日の前

日に職員となったものとした場合に当該職員が

受けることとなる給料月額に相当する額に１０

０分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円

未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５

０円以上１００円未満の端数を生じたときはこ

れを１００円に切り上げた額。以下この条にお

いて「第５条基礎給料月額」という。）に達し

ないこととなる職員には、人事交流等職員とな

った日（特定日前に人事交流等職員となった場

合にあっては特定日）以後、第５条基礎給料月

額と特定日給料月額との差額に相当する額を、

給与条例附則第２６項の規定による給料として



支給する。 支給する。 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

（雑則）  （雑則） 

第６条 この規則に定めるもののほか、給与条例

附則第２１項、第２３項又は第２４項の規定に

よる給料の支給に関し必要な事項については、

市長が定める。 

第６条 この規則に定めるもののほか、給与条例

附則第２３項、第２５項又は第２６項の規定に

よる給料の支給に関し必要な事項については、

市長が定める。 
  

（瀬戸市職員の給与の支給等に関する規則の一部改正） 

第３条 瀬戸市職員の給与の支給等に関する規則（昭和３９年瀬戸市規則

第１４号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（条例附則第１９項の規定の適用を受ける職

員の支給額） 

（条例附則第２１項の規定の適用を受ける職

員の支給額） 

第３条の４ 条例附則第１９項の規定の適用を受

ける職員に対する前条第１項の規定の適用につ

いては、当分の間、同項中「掲げる額」とある

のは、「掲げる額に１００分の７０を乗じて得

た額（その額に、５０円未満の端数を生じたと

きはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満

の端数を生じたときはこれを１００円に切り上

げた額）」とする。 

第３条の４ 条例附則第２１項の規定の適用を受

ける職員に対する前条第１項の規定の適用につ

いては、当分の間、同項中「掲げる額」とある

のは、「掲げる額に１００分の７０を乗じて得

た額（その額に、５０円未満の端数を生じたと

きはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満

の端数を生じたときはこれを１００円に切り上

げた額）」とする。 

附 則 附 則 

１及び２ ＜省略＞ １及び２ ＜省略＞ 

 （特殊勤務手当の額の特例） 

 ３ 第５条の３第３項の規定による特殊勤務手当

の支給日額に関する規定は、条例附則第１９項

及び第２０項に規定する作業に従事する作業に

従事した場合の支給日額には、適用しない。 

（条例附則第１９項の規定の適用を受ける職員

の管理職員特別勤務手当の額） 

（条例附則第２１項の規定の適用を受ける職員

の管理職員特別勤務手当の額） 



３ 条例附則第１９項の規定の適用を受ける職員

に対する第７条の２第１項及び第３項の規定の

適用については、当分の間、これらの規定中

「に定める額」とあるのは、「に定める額に１

００分の７０を乗じて得た額（その額に、５０

円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

５０円以上１００円未満の端数を生じたときは

これを１００円に切り上げた額）」とする。 

４ 条例附則第２１項の規定の適用を受ける職員

に対する第７条の２第１項及び第３項の規定の

適用については、当分の間、これらの規定中

「に定める額」とあるのは、「に定める額に１

００分の７０を乗じて得た額（その額に、５０

円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

５０円以上１００未満の端数を生じたときはこ

れを１００円に切り上げた額）」とする。 
  

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年７月５日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の日前に作業に従事した者に係る改正前の瀬戸市職員

の給与等に関する規則附則第３項の規定による特殊勤務手当の額の特例

については、なお従前の例による。 

 


